
� はじめに

1895年、ミネソタ大学で心理学の教授をしていた Harlow Gale は、広告

に関する初の学術研究（企業側の広告目的に関するサーベイ調査）を実施し

た。さらに、続く翌年、今度は広告の受け手である消費者に着目し、広告注

目度に関する研究（学生サンプルによる実験室実験）を行う (Ross and

Richards 2008)。ここに、消費者行動研究の歴史は幕を開けたといわれる。

現在、消費者行動研究のメインストリームとなっている情報処理パラダイ

ムが提唱されるのは、それから70年以上の時を待たなければならない。この

間、モチベーション・リサーチ、ライフスタイル分析、EKB (Engel-Kollat-

Blackwell) モデルなどの CDP（消費者意思決定プロセス）モデル、AIDMA

を代表とするコミュニケーション反応モデル、ハワード＝シェス・モデルの

ような S�O�R 型モデルなど、多くの有用な視点が提示されている。

しかしながら、心理学、社会学、社会心理学などの既存分野から独立し、

消費者行動研究が一つの学問分野として確立したのは、1970年代に入ってか

らのことである（中西 2012)。それは、消費者情報処理研究が盛んに行われ

始めた時期と一致する。1960年代末～1970年代初頭にかけて登場した情報処

理という視点は、消費者行動研究が独自の学問分野であるというアイデンティ

ティの形成に寄与するとともに、その後の消費者行動研究を大きく方向づけ

ていった。
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以降、現在に至るまで、情報処理パラダイムが消費者行動研究の発展にも

たらした貢献は計り知れないほど大きい。記憶の二重貯蔵庫モデル、チャン

ク化、知覚符号化、スキーマ、カテゴリー知識構造（カテゴリー化)、意味

ネットワーク・モデル、ブランド知識、ブランド・カテゴライゼーションな

ど、情報処理研究の中から発展してきた概念やフレームワークは枚挙に暇が

ない。消費者情報処理の在りようを関与概念との関連で捉える視点からは、

精緻化見込みモデル (Elaboration Likelihood Model) や FCBグリッド (Foote,

Cone, & Belding Grid ; Vaughn 1980)、ロシター＝パーシー・グリッド

(Rossiter and Percy 1997)、アサエルによる購買行動類型 (Assael 1987) な

ど、広告をはじめとするマーケティング・コミュニケーションにも有用な示

唆が与えられてきた。

このように、1970年代以降の消費者行動研究において中心的役割を担って

きた情報処理パラダイムも、誕生から40年ほどが経過した現在、大きな視点

の転回が必要になってきているように思われる。というのも、これだけ消費

者情報処理研究が蓄積され、消費者理解が進んだにもかかわらず、企業によ

るマーケティング・コミュニケーションの効果が飛躍的に上がっているとは

必ずしも言えない。消費者としても、何が言いたいのか分からないマーケティ

ング・コミュニケーションに触れることがあったり、広告によって期待して

いたイメージと異なる製品やサービスに遭遇したりすることがある。つまり、

消費者理解が深まっている現在においても、マーケティング情報の送り手で

ある企業のメッセージが、受け手である消費者へ意図したように伝わらない

状況が依然として存在している。

本稿では、マーケティングが長らく抱えてきたこの問題の真相に、情報処

理の視点から迫りたい。そこから、消費者情報処理モデルの課題を浮き彫り

にし、その解決に向けて新しい視点の導入を提唱する。

� マーケティング・コミュニケーションにおける他者性

近代科学の基礎を築き、方向づけたといわれるデカルトは、著書『方法序
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説（谷川多佳子訳、岩波文庫)』の中で「わたしは自分の見解のいくつかを、

非常に優れた精神の持ち主に説明したことが幾度もあるが、彼らは私が話し

ている間は極めて判明に理解したように見えたにもかかわらず、それを彼ら

がもう一度述べる段になると、ほとんどいつも、もはや私の見解だと認める

ことができないほど変えてしまっていることに気がついた」と述べている。

このデカルトの経験が示すように、マーケティング・コミュニケーション

に限らず、自らの考えを受け手に伝え、その真意や意味を共有することは思っ

た以上に難しい。まして、マーケティング・コミュニケーションとなれば、

企業と一人ひとりの消費者では置かれているコンテクストも大きく異なって

いる。コミュニケーションとは異質なものの間で交わされる動的な交流であ

ると言われるが（室井 1991)、企業と消費者はまさに異質な存在である。

石原（1999) が言うように、消費者が企業活動を受け入れることは、消費

者が企業と何らかの形で価値を共有し、意味を共有しあうことに他ならない。

それゆえに、消費者との円滑なコミュニケーションを図ることは、企業にとっ

てとりわけ重要な課題となる。しかしながら、マーケティング・コミュニケー

ションにおけるミス・コミュニケーション、すなわちメッセージの送り手で

ある企業の意図と、受け手である消費者による解釈の食い違いをなくすこと

は、極めて難しい課題なのである。

また、送り手の意図せざる結果が生じていることを、送り手自身（企業）

がすぐに認識できるとも限らない。それは、企業が自社ブランドの理想像と

して描くブランド・アイデンティティと、消費者によって知覚されるブラン

ド・イメージのギャップ（新倉 2005）のような形で初めて顕在化すること

もある。

石井・石原（1999）は、このように、メッセージが意図した通りには伝わ

らないだけでなく、送信者の意図に沿わないメッセージが生まれる可能性す

らある「一筋縄ではいかないコミュニケーション」を「マーケティング・ダ

イアログ」と名づけた。マーケティング・ダイアログの本質的要素は、メッ

セージが送り手の意図せざる効果をもつこと、メッセージとメディアが交錯
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しあうことにある。そこでは、コミュニケーションのダイナミクスをその話

者の意図に還元して理解できないことが強調されている。企業は新商品の導

入や広告などのプロモーションを通じて意味を創出したり、更新したりする。

それに対し、消費者は常に意味の読み直しや付与を行うが、その際、読み取

りの違いやズレが生じる。

図１には、マーケティング・ダイアログのイメージ図が示されている。こ

こで重要なのは複中心的視点、すなわち自分とは違った世界にいて、自己と

は異なる「他者の存在」を前提とした自己－他者関係が、あらゆるコミュニ

ケーションの基盤であるという観点である。送り手の思い通りにはならない

この「他者性」こそ、メッセージに対してなされる消費者の意味づけに不確

実性が伴う根本原因であるといえる。

Ariely (2008) が指摘しているように、消費者によって処理される情報は、

消費者が生み出した「現実の表象」であって、ありのままの現実を反映した

ものではない。そのために、メッセージの意味することが送り手（の意図や

私的規則）によるのではなく、まったく他者に依存してしまうことになる。

つまり、消費者には「誤解の自由」が与えられているのであり、こうした
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「ある情報の送り手が他者である受け手の解釈にその伝達の成果を委ねなけ

ればならない性質」が、マーケティング・ダイアログを一筋縄ではいかない

コミュニケーションにしている（石井・石原 1999)。

近年、マーケティングの世界で価値共創という考え方が重要視されている

が、その前提として上のような認識をもつ必要があると考える。逆説的に聞

こえるかもしれないが、企業がマーケティング・コミュニケーションを効果

的なものにし、価値共創を実現するためには、この他者性、すなわち消費者

は自分と異なる視点やコードを有し、自由に解釈する存在であるという前提

を受け入れ、そこからコミュニケーションについて考えることが重要であろ

う。それと同時に、理論面では、この他者性を消費者情報処理モデルへ明示

的に組み入れる必要があると考える。

同様の視点は、経営学における「意図せざる結果 (unintended conse-

quence)」にも見て取れる。そこでも、なかなか思い通りにコントロールで

きない他者の意図、およびすべてを理解するにはあまりにも複雑な相互依存

関係の存在が強調されている。そして、意図をもった行為主体の行為によっ

て、自分を含めたすべての行為者たちが意図しなかった結果、あるいは予期

しなかった結果が生成されることを指摘している（沼上 2000)。

� 情報処理パラダイムに基づく他者性関連研究

前項で示した他者性概念を前提にした上で、企業と消費者の間に成立する

ことが期待されているコードの共有性は本当に期待できるのか（石原 1999）

という問いに情報処理パラダイムの視点から向き合うことが、本稿の目的で

ある。また、マーケティング・コミュニケーションにおいて消費者を他者、

すなわち送り手とは異なるコード（固有の視点）で自由にメッセージを解釈

する存在として認識する必要があるという考えの背景にある､「閉じられた

静学的現実の分析でなく、変転するダイナミクス（ダイナミックな相互作用）

を扱いたい」という石井・石原（1999）の意図も、本稿と共通している。

しかし、このような視点が、これまでの情報処理研究になかったわけでは
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ない。既存の情報処理研究では、消費者がマーケターによって提示された情

報をそのまま受け取る静的な存在でないことが、さまざまな角度から指摘さ

れている。例えば、消費者はカタログやクチコミなど、多様な情報源から得

た情報をまとめたり編集したりすることで、新しい情報表示 (information

display) を創造する。このように、消費者が評価や選択に適した形式にしよ

うと、初期の情報表示に変更を加える行為は再構築 (reconstructuring) と呼

ばれ、研究が蓄積されている (Coupey 1994)。消費者は自らの置かれている

状況に応じて、編集、変換、推論といった異なるタイプや量の再構築を選択・

活用する。このような消費者の再構築は構成的処理 (constructive processing;

Bettman et al. 1998) の一形態であると考えられており、動態性の高い認知

活動であるとされる。構成的処理に関する研究は、状況に応じて多様な決定

方略を採用しながら選好形成がなされていく様子に着目しており (Bettman

et al. 1998)、購買活動中における情報処理の様相をダイナミックな視点で捉

えている（新倉 2011)1)。

再構築に関する研究では、ある選択肢が有利になるよう、意思決定者が前

もって意思決定環境の心的表象を創り出す（選択的情報探索や選択肢の再評

価を行う）傾向にあることが知られている。これは歪曲的処理 (biased proc-

essing) の一種であり (Brownstein 2003 ; Edwards and Smith 1996など)、SDS

(Search for a Dominance Structure) 理論としても知られる現象である

(Montgomery 1983)。具体的には、事前の信念に基づき、ある選択肢（事前

の選好度が高い選択肢）への「肩入れ」とそれ以外の選択肢への「中傷」の

いずれかまたは双方を選択が自明になるまで行なう行為である。このように、

消費者が主観的に情報処理を行うことは、マーケティング・コミュニケーショ

ンを対象とした研究でもその傾向が確認されている (Boulding, Kalra, and

Staelin 1999 ; Carlson, Meloy, and Russo 2006 ; Hoch and Ha 1986 ; Russo,
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Carlson, and Meloy 2006 ; Russo, Meloy, and Medvec 1998 ; Russo, Medvec, and

Meloy 1996)。

上記の歪曲的処理は、決定前歪曲 (predecisional distortion) と呼ばれるも

のであるが、歪曲的処理に関する研究を遡ると、決定後歪曲に行き着く。決

定後歪曲の典型例は、認知不協和の低減 (Festinger 1957) である。しかし、

近年提唱されたチョイス・ブラインドネス (choice blindness ; Johanson et al.

2005) も、決定後歪曲に属するものであろう。そこでは、自分が意図し、期

待した結果と、実際の結果が明らかに合致しない場合でも、人間はそれに気

づかないばかりか、自分が選んでもいない対象についてその選択を正当化す

る傾向さえ有することが明らかにされている ( Johanson et al. 2005)。こう

したチョイス・ブラインドネスに関する知見からは、消費者の選択と意識化

された理由との間にギャップが存在すること、また、人間は自分が選んだも

のの一貫性を優先させて正当化しやすいことが確認できる（田中 2008)。

また、時間的経過、空間的差異（コンテクスト）による記憶（想起内容）

のダイナミックな変動性を扱った再構成的想起 (reconstructive remenbering)

に関する研究においても、過去の出来事のレプリカがそのまま機械的に再現

されるわけではなく、さまざまな選択性や歪みをもって再現されることが明

らかにされている (Reed 1994 など)。再構成的想起はいわば「歴史の描写」

であり、われわれは描かれる状況にふさわしいように、過去の多くの出来事

の中から特定部分の選択的抽出、順序の並べ替え、強調点の変更をしている

（高橋 2000)。

情報処理研究の中で、他者性概念と関連する研究として、パースペクティ

ブ理論も注目に値する。同理論では、意思決定者の知識、期待、および利害

が、その人の視点に影響を与え、図と地の分化 (figure-ground segregation)

が形成されると考える (Montgomery 1994)。図と地の分化とは、まとまり

をもって際立って見える部分（図）と、その背後に切れ目なく広がっている

ように見える部分（地）に対象を区別することであり、図は形をもつが地は

形をもたない、境界線は図に属しているといった特徴を有している（箱田他
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2010)。

特定の刺激に対し、どの要素を図として認識し、どの要素を地として認識

するかは、その後の評価に影響を及ぼす。例えば、非常に倹約的なライフス

タイルを送っている人に対して「しっかり者」と捉えるか「ケチ」と捉える

かは、見る人の視点、すなわちパースペクティブによるのである。

パースペクティブ理論によると、内的な視点 (inside perspective) から知

覚される選択肢は自己に組み込まれる存在と知覚されるため、ポジティブな

属性が前面に出ているように（すなわち図として）知覚される一方、ネガティ

ブな属性は地として背後に追いやられる。その結果、ポジティブな評価が生

じやすくなる。反対に、外的な視点 (outside perspective) から知覚される選

択肢は自己から独立した存在と知覚されるため、ネガティブな属性が前面に

出ているように（図として）知覚される一方、ポジティブな属性は地として

背後に追いやられる。したがって、ネガティブな評価が生じやすくなるとい

う。

先に述べた優越構造の探索をパースペクティブ理論で捉えると、消費者が

望ましい選択肢を視点の内側に置き、その他の選択肢を視点の外側に置くプ

ロセスとして解釈できる (Montgomery 1994 ; Montgomery and Willen 1999)。

このように、パースペクティブ理論は、消費者自身の内的な知覚プロセスに

おける「主－客」関係の認識を扱っている (Montgomery 1994)。

� 消費者情報処理パラダイムの課題

消費者情報処理パラダイムの特徴は、消費者の内的プロセスや行動を「コ

ンピュータのような「情報処理システム」のアナロジー（青木 2010、162頁)」

で捉える点にある。この捉え方が、消費者行動研究を格段に進化させたこと

は間違いない。しかし、分子生物学者の福岡伸一教授は、著書『動的平衡』

の中で、生命には機械とはまったく違うダイナミズム、すなわち生命が持つ

柔らかさ、可変性、そして全体のバランスを保つ機能があると述べている。

コンピュータのアナロジーという視点の先に、リアリティのある消費者像を
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見つけることは本当に可能なのであろうか。

石井（2012）は、情報処理論（と取引費用論）がマーケティング研究にも

たらしたバイアスについて指摘している。石井（2012）は情報をそれ自体と

して環境から抽出し分析することが可能であるという認識や、情報は世界に

客観的に存在するという認識に疑義を唱え、対峙する当事者間の関係におい

て情報は存在すると主張する。石井（2012）の指摘するところでは、こうし

た認識上のバイアスは、情報処理パラダイム（および取引費用パラダイム）

によって持ち込まれたという。そして、私たちが日々の生活において（ある

いはビジネスにおいて）理解しておくべきことは、第一に、ある状況の中で

選択した行為は、それによりまた新たな状況を作り出してしまうこと、そし

て第二に、私たちには認識できない差異（ここでは、情報を作り出す元にな

る要素を意味している）は無限であって、そのため分析には必ず不備が伴い、

いかに分析を完璧にやり終えたとしても、思いもよらない展開（意図せざる

結果）がつねに待ち構えていることであると警告する。

ここでいう情報処理とは組織における情報処理論を主に指しているが、石

井（2012）によって指摘されている問題点は消費者行動論における情報処理

パラダイムにも当てはまるものであり、本稿の問題意識とも関連している。

石井（2012）では、マーケティングの現実は、企業と消費者（市場）との交

錯する関係の中で生成するものであるが、情報処理論には動学的な理解の下

でそうした問題を扱う余地がなく、他者性概念を射程に収めることができな

かったと分析されている。さらには､「特定時点において、環境と主体の間

に何か関係があることを掴むための理論装置は準備されている。しかし、そ

れは静的な関係にすぎず、両者の間で現実を創り出す交錯した関係について

は、二つの理論（ここでは情報処理論と取引費用論）とも、論証も実証も試

みてはいない。そもそも、そのための理論的手がかりは与えられてはいない」

と厳しく批判している。

室井（1991）が言うように、リアリティとは知覚と物語の間で振動する記

憶の揺らぎのようなものであり、物語が解体すると同時に生成しようとする
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移行空間の中にしかリアリティは存在しない｡「ペニー・ガム的な、インと

アウトを付き合わせた線形思考からは、生命のリアリティは何も見えてこな

い（福岡 2009)」という言葉も、同様の考えを表していよう。これらの言及

からも、コンピュータのアナロジーによる消費者理解には、限界があるよう

に思われる。

だからと言って、解釈主義的ないわゆるポスト・モダン研究へと舵を切る

べきであるというのが本稿の趣旨ではない2)。前項で挙げた数々の知見は、

約40年前に提示された消費者情報処理モデルを源流とするものであり、豊富

な研究蓄積を経て当該研究領域が人間味のある、つまりリアルな消費者像へ

相当程度接近してきていることを表している。しかし、その反面、当初想定

された「情報処理」というコンピュータ・アナロジーとは相容れない認知活

動にまで研究対象が広がっていることも事実である。もちろん、これは好ま

しいことであり、むしろそうした研究群が中核となり、その流れを促進する

ような新たな視点・枠組みが必要であると考える。それはいわば、新倉

（2011）のいう「消費者主観の情報処理研究」が情報処理研究の「図」とな

るようなパースペクティブを導く枠組みである。

かつて、生命（人体）は循環的でサステナブルなシステムであり、生命を

構成している分子は、プラモデルのような静的なパーツではなく、絶え間な

い分解と再構成のダイナミズム (dynamic state) にあるとドイツ生まれの生

化学者ルドルフ・シェーンハイマーは指摘した。彼の功績は、それまでのデ

カルト的な機械論的生命観に対して、還元論的な分子レベルの解像度を保ち

ながら、生命観のコペルニクス的転回をもたらした点にあるという（福岡

2009)。これと同様に、消費者情報処理研究が有している科学的で、微視レ

ベルの厳密さを失わないまま、そこに生命観と他者性概念を導入するべきで

あるというのが本稿の主張である。
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� 新たな視点の導入

そこで本稿では、新たな視点から消費者情報処理を捉え直すことにより、

コンピュータのアナロジーでは捉えにくい情報処理の本質に光を当てる。新

たな視点とは生命観、すなわち「生命には機械とはまったく違うダイナミズ

ムがある（福岡 2009)」という観点である。このような問題意識の下、本稿

では、消費者の情報処理を「消化」の視点で捉えることを提唱する。言い換

えれば、消費者を機械論的に捉える情報処理パラダイムに分子生物学的観点

を取り入れようという試みである。

これまでも、生物学や消化のメタファーを用いて、消費者の情報処理が語

られる例は随所に見られた。例えば、秋山（2007）は現代の情報過負荷につ

いて､「消費者の頭の中では情報が飽和状態に達しており、それでも次々と

露出される情報に対して消化不良を起こしている」と述べている。水野

（1999）も「広告表現の役割とは、表現されるべき情報内容あるいは広告課

題を、いかに広告の受け手にとって digestible な（消化しやすい）ものにす

るかということになる。……受け手を変化させたかどうかとは、その食べ物

を味わい、消化吸収し栄養としたかどうか、ということになる」という表現

を用いている。

消化と情報処理の結びつきを表すのは、このようなメタファーばかりでは

ない｡『Newton ムック』(2008年６月15日発行）には､「タンパク質は思考・

記憶・感情・情報伝達といった生命全体と関係しており、タンパク質を一つ

一つ調べていけば、心や意識といった、生命科学がこれまで解くことのでき

なかった複雑な現象もいずれ解き明かされることだろう」という展望が記載

されている。さらには、脳で情報伝達に関わっているホルモン（神経ペプチ

ド）とほとんど同じものが、消化管の神経細胞でも使われていることから、

消化神経回路網は「リトル・ブレイン」とも呼ばれるという。

このように、情報処理と深い関連、共通性をもつ消化であるが、福岡教授

によると、その本質は「情報の解体」にある。すべての食物には、元の生命
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体を構成していた時の情報（タンパク質の構造)、言い換えれば元の持ち主

に固有の物語が書き込まれているため、そのまま取り込んでしまうと自分自

身に固有の情報と衝突、干渉、混乱を来たしてアレルギーなどのさまざまな

トラブル（拒絶反応）を引き起こす。それを回避するために食物をいったん

分解して他者の情報を解体し、それを吸収して自分固有の物語を再構築する

のが、消化の本当の意味であるという（福岡 2009)。

これは、企業のマーケティング・コミュニケーションに対する消費者の反

応にも当てはまるのではないであろうか。つまり、企業の発するマーケティ

ング情報は、企業側のコンテクストの下で構成された、マーケターに固有の

物語である。消費者はそのままそれを受け取るのではなく、一旦それを分解

し、自らのコンテクストの下で再構築し、新たな意味、情報を創り出してい

るものと思われる。そのように消費者情報処理を捉えると､「意図せざる結

果」が生じる理由が明確になり、それを前提に企業はマーケティング・コミュ

ニケーションについて考えるべきであることが示唆される。

分解されたアミノ酸は散り散りばらばらになって、他から来たアミノ酸と

離合集散を繰り返しながら、まったく別のタンパク質を構成するという。こ

れは、分解された情報が既存の知識や記憶と結びつくことで新たな情報とし

て再合成され、新しい意味が創造される様子と類似している。

このように消費者情報処理を捉え直すと、消費者がマーケターから発信さ

れる情報をそのまま受け入れるのではなく、自分のコンテクストに合うよう

に（いわば自分に都合の良いように）編集し、新たな意味を創造するプロセ

スが明示的になる。さらに、それは実際の消化活動と同様に循環的なプロセ

スであり、創造された意味（知識・記憶）も常に分解と再合成を繰り返し、

日々新しいものへ作り替えられる。そのように捉えると、過去の経験や事実

を忘れてしまったり、再構成的想起のように記憶や知識がいつしか違った内

容になってしまったりすることもうまく説明できる。

このように、コンピュータから消化へとアナロジーの転回を図ることの大

きな効果は、消費者の情報処理研究において、消費者が固有の「視点」を持
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ち、マーケターとは同一のコードを持たない独立した解釈自由を行う存在

（水野 1999）であるという「他者性」に光が当てられることである。その

結果、消費者主観の情報処理研究（新倉 2011）の重要性も再認識されるで

あろう。

� おわりに

消費者の情報処理を消化のメカニズムで捉えるという視点は、生物が生き

ていることによってエントロピーを作り出していく姿も浮かび上がらせる。

分子生物学の確立に重要な役割を果たしたといわれるエルヴィン・シュレー

ディンガーは、著書『生命とは何か：物理的にみた生細胞（岡小天・鎮目恭

夫訳、岩波文庫)』の中で次のように述べている。生物体は負エントロピー

を食べて生きている、すなわちいわば負エントロピーの流れを吸い込んで、

自分の身体が生きていることによって作り出すエントロピーの増大を相殺し、

生物体自体を定常的なかなり低いエントロピーの水準に保っている、と。

ここで、マーケターの意図からの乖離としてエントロピーを捉えると、エ

ントロピーが増大するとは、製品、ブランド、企業などに関する消費者の知

識や理解が、マーケターが発信した元の情報からどんどん遠ざかっていくこ

とを意味する。それは、マーケターと消費者間の溝（他者性）が深まること

に他ならない。そのようなエントロピーをできるだけ低くするためには、生

物体が負エントロピーを吸収して自分自身を定常的な低いエントロピーの水

準に保っているように、エントロピーの低い（つまり送り手が伝えたい）情

報を定期的に取り入れる必要がある。消費者がメッセージへ数多く接触する

ほど製品やブランドへの理解が深まりやすいのは、そのようなメカニズムの

表れともいえよう。

訳者あとがきによると､『生命とは何か』は、近代的生命科学（特にその

支柱の一つである分子生物学）の確立へ向かって世界の物理学者たちと生物

学者たちの関心を喚起するのに重要な役割を果たした書物であるという。私

に同じような能力があるとは毛頭思わないが、今後、本稿の意図を具現化す

消費者情報処理パラダイムの課題 391



ることにより、消費者情報処理パラダイムに新たな道筋を提供し、消費者行

動研究の進展（＝消費者理解の更なる深化）に貢献したいと考えている。

本稿で示した考えは、情報処理パラダイムの流れの中で（すなわち情報処

理パラダイムに依って立ちながら)、石井（2012）が求める情報理解を可能

にする試みの一つである。つまり、消費者はある状況の中で選択的に接触し

た情報から、(編集など情報消化のメカニズムによって）新たな情報を作り

出すこと、消費者には認識できないマーケティング情報が無限にあって、そ

のためマーケティング・コミュニケーション（の解読）には必ず（送り手の

意図と異なるという意味での）不備が伴い、思いもよらない展開（意図せざ

る結果）が常に待ち構えていることを表現しようとしている。

この意味において、本稿は完全ではないにせよ、他者性概念を情報処理パ

ラダイムの射程に収め、動学的な理解の下に企業・消費者・環境の交錯した

関係を捉えるための理論的「手がかり」を提供しようとしている。そうした

動態的関係を石井（2012）はマーケティングの現実と呼んだが、消費者行動

のリアリティと言い換えても差し支えないであろう。

中西（2012）によると、1960年代になって漸く、マーケティングの研究者

や実務家が「顧客が誰であるか」ということに関心を持ち始め、自分たちの

眼で顧客を見ようと動き出した。消費者行動研究が独自の理論や研究方法を

確立しつつあったこの時期、その牽引役を担ったのは、既存の理論や研究を

ベースとしながら、新しい分野を切り拓こうと研究に取り組む若手研究者で

あったという。

当時に比べ、今では利用可能なデータが質量ともに向上し、それを分析す

る手法も高度化、多様化している。その結果、多くの研究者によって優れた

研究成果が豊富に蓄積されている。そのような現在だからこそ、個々別々の

ビジネス課題を対象とする研究だけでなく、将来の消費者行動研究を方向づ

けるような視点の研究が必要であるように思う。つまり、今、消費者行動研

究者に求められるのは、かつての若手研究者が持っていたような開拓者精神

ではないであろうか。
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